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経済産業省の新型コロナウイルス感染症関連⽀援策について
経済産業省の⽀援策については、以下のページで「⽀援策パンフレット」、「新型コロナ対策サポートナビ」のほか、各情報が随時更新され
ているので、最新の情報はこちらで確認ください。

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html
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本⽇は、経済産業省の新型コロナウイルス感染症関連⽀援策の中から、以下の主な⽀援策についてご紹介します。

（１）中⼩企業向け資⾦繰り⽀援

（２）⼩規模事業者持続化補助⾦（通常枠・低感染リスク型ビジネス枠）
→⼩規模事業者限定で、広く販路開拓の取組に使える補助⾦です。

（３）IT導⼊補助⾦（通常枠［A類型・B類型］・新特別枠［C類型・D類型］）
→中⼩企業がITツール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）を導⼊する取組に使える補助⾦です。

（４）ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業［通称︓ものづくり補助⾦］（通常枠・低感染リスク型ビ
ジネス枠）
→中⼩企業が⾰新的なサービス開発・試作品開発・⽣産プロセスの改善のために⾏う投資・試作開発に使える補助⾦です。

（５）中⼩企業等事業再構築促進事業
→中⼩企業、中堅企業等が新分野展開、業態転換、事業・業種転換等の取組や、事業再編⼜はこれらの取組を通じた規
模の拡⼤等、思い切った事業再構築等の取組に使える補助⾦です。

（６）GoTo 商店街事業
→商店街等のグループがイベントやプロモーション制作等の取組に使える補助⾦です。



（１）中⼩企業向け資⾦繰り⽀援
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中⼩企業向け資⾦繰り⽀援について（①個⼈事業者向け）
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中⼩企業向け資⾦繰り⽀援について（②⼩・中規模企業者向け）
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（２）⼩規模事業者持続化補助⾦
（通常枠・低感染リスク型ビジネス枠）
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中⼩企業⽣産性⾰命推進事業 〜⼩規模事業者持続化補助⾦（通常枠）〜

補助額~50万円、補助率2/3で、⼩規
模事業者が経営計画を策定して取り組む
販路開拓等の取組を⽀援。

採択事業者の97.5%が客数増加、
96.0%が売上増加を実感︕

持続化補助⾦とは︖

対象経費

採択事例

これまでの成果

店舗の改装、ホームページの作成・改良、
チラシ・カタログの作成、広告掲載など

⼭形マイスター
（⼭形県、従業員４⼈）

⾃動洗浄機を導⼊し従来の⼿洗
浄を⾃動化、 ⼯場レイアウトも加⼯
と洗浄が同時にできるよう変更
部品1個あたりの洗浄時間が20秒
から3秒に短縮、⾃動⾞部品の受注
が20％増加

電⼦ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造業

釜揚げ屋
（岩⼿県、従業員５⼈）

⽼舗うどん店が新事業として町の特産
品である「⼭⽥⽣せんべい」の製造販
売を開始。本事業によりアイキャッチ性
の⾼いパッケージデザインを開発。
漆⿊を基調としたデザインにより、お⼟
産品としての需要が⾼まり、売上が
11%増加

飲⾷業
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⼩規模事業者持続化補助⾦（通常枠・低感染リスク型ビジネス枠）
（参考）あなたは何枠︖早わかりチャート
コロナウイルス感染症の感染拡⼤に対応するため、通常枠のほかに「特別枠」が設けられております。
あなたは、「通常枠」、「低感染リスク型ビジネス枠」のいずれに該当するのかをチェック。
該当する⽅は、まずはお近くの商⼯会、商⼯会議所へご相談を（⾮会員でもご相談いただけます）。

⼩規模事業者である
ポストコロナを踏まえ、感染
リスクの低下に結びつく取組
を⾏いたい

低感染リスク型ビジネス枠（補助上限100万円、補助率3/4）
⼩規模事業者が経営計画を作成して取り組む、ポストコロナを踏まえた新たな

ビジネスやサービス、⽣産プロセスの導⼊等の取組を⽀援し、その取組に資する
感染防⽌対策への投資についても、⼀部⽀援します（※）
※補助対象経費のうち1/4を上限として感染症防⽌対策を⽀援

【事例】
・飲⾷業が、⼤部屋を個室にするための間仕切りの設置を⾏い、予約制とする
ためのシステムを導⼊。
・旅館業が宿泊者のみに提供していた料理をテイクアウト可能にするための
商品開発を実施。

通常枠（補助上限50万円、補助率2/3）
⼩規模事業者の持続的な経営を推進するため、商⼯会・商⼯会議所と⼀体

となって経営計画を作成し、当該計画に基づいて⾏う販路開拓等の取組を⽀援
します

【事例】
・宿泊・飲⾷事業等を⾏う旅館にて、外国語版Webサイトや営業ツールを作成。
・飲⾷業がそば粉の前処理の安定化、時間短縮化を図るため、そば粉の製粉に
使⽤する機械を⼀新。

※感染リスクの低下に結びつかない取組や単なる周知・広報のためのHP作成等
は、こちらの通常枠のみで補助対象となります。

販路拡⼤・業務効率化に
取り組みたい

対象外です

はい はい

いいえ

いいえ

はい

いいえ
（参考）⼩規模事業者とは

①商業・サービス業（②を除く）
常時使⽤する従業員数 5⼈以下

②サービス業のうち宿泊業・娯楽業
常時使⽤する従業員数 20⼈以下

③製造業その他
常時使⽤する従業員数 20⼈以下

業種は、⽇本標準産業分類ではなく、
営む事業の内容と実態から判断します
（現に⾏っている事業の業態、または
今後予定している業態によって、業種
を判定します）
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⼩規模事業者持続化補助⾦（通常枠）

・ 機械装置の導⼊、広報費、 展⽰会出展費、開発費、委託費など、
⼩規模事業者が実施する販路開拓に関する取り組みを⽀援

■補助上限額︓原則50万円（補助率 ︓ ２／３）
以下に該当する場合は100万円

■共同申請可 上限1,000万円

※事業再開枠および特例事業者の上限引上げは、４次締切までで終了

２．⽀援内容

販路開拓
顧客獲得

現状分析〜計画策定〜事業の実⾏まで伴⾛して⽀援

①現状の整理 ②経営計画の策定 ③経営計画に基づく
取組の実施

⼩規模事業者

商⼯会・商⼯会議所（経営指導員）

１．経営計画の内容
・ 企業概要
・ 顧客ニーズと市場の動向
・ ⾃社や⾃社の提供する商品・サービスの強み
・ 経営⽅針・⽬標と今後のプラン

 ⼈⼝減少や⾼齢化などによる地域の需要の変化に応じた⼩規模事業者の持続的な経営を推進するため、
商⼯会・商⼯会議所と⼀体となって経営計画を作成し、当該計画に基づいて⾏う販路開拓等の取組を
⽀援。

 ⼈⼝減少や⾼齢化などによる地域の需要の変化に応じた⼩規模事業者の持続的な経営を推進するため、
商⼯会・商⼯会議所と⼀体となって経営計画を作成し、当該計画に基づいて⾏う販路開拓等の取組を
⽀援。

【活⽤イメージ】
・店舗の内装⼯事を⾏い、より多くの客が利⽤できるような、レイアウト変更を実施。
・新たに出前を開始したことをＰＲするチラシの作成、配布を実施。
・商品の梱包・パッケージを刷新し、ブランド⼒を向上。

３．公募期間 5次締切︓2021年6⽉4⽇（⾦）
6次締切︓2021年10⽉1⽇（⾦）
7次締切︓2022年2⽉4⽇（⾦）

【審査加点要件】
・賃上げ加点
・事業承継加点
・経営⼒向上計画加点
※新型コロナウイルス感染症加点は、2次締切までで終了
※地域未来牽引企業等加点は４次締切までで終了

事業の流れ

国
補助⾦事務局

(全国商⼯会連合会)
(⽇商)

⼩規模
事業者等

運営費
交付⾦

補助
（2/3）(独)中⼩

企業
基盤整備

機構

定額
補助

交付スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業再開枠は
定額

４．お問合せ先
■商⼯会の管轄地域で事業を営んでいる⼩規模事業者の⽅
全国商⼯会連合会 http://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/

■商⼯会議所の管轄地域で事業を営んでいる⼩規模事業者の⽅
⽇本商⼯会議所 https://r1.jizokukahojokin.info/

電⼦申請・紙申請どちらも可

・特定創業⽀援等事業の⽀援を受けた事業者
・法⼈設⽴⽇が2020 年１⽉１⽇以降である会社⼜は開業⽇が2020 年１⽉１⽇以降であ
る個⼈事業主

（連携する⼩規模事業者等の数により異なる。）

変更の可能性あり
最新の公募要領をご確認下さい
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⼩規模事業者持続化補助⾦（低感染リスク型ビジネス枠）
 感染対策と経済活動の両⽴に資する設備導⼊や販路開拓への投資、テレワーク等に対応したIT

ツールの導⼊等を⽀援するため、令和２年度第３次補正予算により、⽣産性⾰命推進事業の
「特別枠」が新特別枠「低感染リスク型ビジネス枠」へ改編されます

⼩規模
事業者等

⺠間
団体等

定額
補助

補助
(3/4)

国 (独)中⼩企業
基盤整備機構

運営費
交付⾦

交付スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）

２．⽀援内容

１．経営計画の内容

３．公募期間

４．お問合せ先

・未定

・⼩規模事業者等が経営計画を作成して取り組む、ポストコロ
ナを踏まえた新たなビジネスやサービス、⽣産プロセスの導⼊等
の取組を⽀援する。
・また、その取組に資する感染防⽌対策への投資についても、
⼀部(※)⽀援する。
(※)補助⾦総額の1/4以内（最⼤25万円）を感染防⽌対

策費に充当可能

補助上限額︓１００万円（補助率 ︓ ３／４）

・事務局決定後は事務局へ直接お問合せ下さい
・事務局が決まるまでは
東北経済産業局 経営⽀援課 ⼩規模企業係まで
（TEL:022-221-4806）

電⼦申請のみ

詳細は事務局決定後、
事務局ホームページの公募要領で確認

活⽤イメージ︓
・飲⾷業が、⼤部屋を個室にするための間仕切りの設置を⾏い、
予約制とするためのシステムを導⼊。

・旅館業が宿泊者のみに提供していた料理をテイクアウト可能
にするための商品開発を実施。・３⽉中公募開始予定
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持続化補助⾦の要件緩和
現⾏（低感染リスク型ビジネス枠）

【要件】
○ 感染拡⼤防⽌と事業継続を両⽴させるために、新たなビジネスやサービス、⽣産プロセスの導⼊等、前向きな取組を加速化する

⼩規模事業者を対象に⽀援。
○ 補助上限100万円、補助率3/4、補助⾦総額の1/4以内（最⼤25万円）を感染防⽌対策費に充当可能。

（感染防⽌対策費︓消毒液の購⼊や換気設備の導⼊等にかかる経費）

特別措置
【要件】
⃝ 緊急事態宣⾔の再発令によって令和3年1〜3⽉のいずれかの⽉の売上⾼が対前年（or対前々年）同⽉⽐で

30%以上減少していること。
【メリット】
○ 補助⾦総額に占める感染防⽌対策費の上限を通常1/4以内（最⼤25万円）から1/2以内（最⼤50万円）に引上げ、

感染防⽌対策への⽀援を強化する。
○ 審査時における加点措置を講ずることにより優先採択。

現⾏ 特別措置

補助上限額
100万円

※感染防⽌対策費は補助⾦総額の
1/4以内（最⼤25万円）

100万円
※感染防⽌対策費は補助⾦総額の

1/2以内（最⼤50万円）
補助率 3/4 3/4

※現⾏、特別措置ともにjGrants（電⼦申請システム）での申請受付を予定。 ※3⽉公募開始予定。 10



⼩規模事業者持続化補助⾦（通常枠・低感染リスク型ビジネス枠）

（参考）現⾏制度との補助⾦額の⽐較

販路開拓等
（補助率２/３）

前向きな
感染症対策

（補助率３/４）

最⼤
50万円

事業再開枠
（定額最⼤50万円）

特例事業者
（最⼤50万円）

販路開拓等
（補助率２/３）

最⼤
150万円

４次締切(〜2/5)
まで

５次締切
以降

コロナ特別
対策枠

（R2.12.10で終了）

（補助率３/４）

最⼤
100万円

低感染リスク型
ビジネス枠

NEW NEW

1/4（25万円）を上限として
感染防⽌対策を⽀援

事業再開枠
（定額最⼤50万円）

特例事業者
（最⼤50万円）

最⼤
200万円

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
を

踏
ま
え
た

新
た
な
取
組

通常枠 特別枠

【例︓補助対象経費120万円の場合】
補助額︓120×3/4＝90万円
(うち1/4の22.5万円を上限として感染防⽌対策を⽀援）

【例︓補助対象経費160万円の場合】
補助額︓160×3/4＝120（上限額超過）

→上限額100万円
(うち1/4の25万円を上限として感染防⽌対策を⽀援）

11



（３）IT導⼊補助⾦
（通常枠［A類型・B類型］・新特別枠［C類型・D類型］）
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「IT導⼊補助⾦」の概要

１．補助対象事業者
中⼩企業・⼩規模事業者等（飲⾷、宿泊、⼩売・卸、運輸、医療、介護、保育等のサービス業の他、製造業や建設業等も対象）

 中⼩企業が業務効率化やＤＸに向けて⾏うITツール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導
⼊を⽀援する補助⾦（導⼊サポート費⽤も対象）。

２．補助対象ツール
事前に事務局の審査を受け、補助⾦HPに公開（登録）されているITツール（ソフトウェア、サービス等）が対象。
相談対応等のサポート費⽤やクラウドサービス利⽤料（１年間分）等を含む。
※ハードウェアの導⼊にかかる費⽤は原則対象外だが、新型コロナウィルスが事業環境に与える影響を乗り越えるための前向きな投資
を⾏う事業者向けに、R２補正より「特別枠」を創設し、「特別枠」内において特例的にハードウェアのレンタル費⽤が補助対象。

３．補助額、補助率等
通常枠（A類型） 通常枠（B類型） 旧特別枠（C類型） 新特別枠（C・D類型）

上限額：150 万円未満
下限額：30 万円以上
補助率：2分の1

上限額：450 万円
下限額：150 万円以上
補助率：2分の1

上限額：450 万円
下限額：30 万円以上
補助率：最大4分の3

上限額：C類型：450万円
D類型:150万円

下限額：30 万円以上
補助率：3分の2

※既に公募が終了した
ＩＴ導⼊補助⾦2020の類型

※これから公募を開始する
ＩＴ導⼊補助⾦2021の類型
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補助スキーム
補助⾦申請者（中⼩企業・⼩規模事業者等）は、IT導⼊補助⾦事務局に登録された
「IT導⼊⽀援事業者」とパートナーシップを組んで申請することが必要。

IT導⼊補助⾦事務局
（⼀般社団法⼈サービスデザ

イン推進協議会）
• 制度の構築、申請内容の確

認、検査を⾏う

＜パートナーシップ＞

IT導⼊⽀援事業者
• 申請者／補助事業者に対してITツールを販売し、

サポートを⾏う
• IT導⼊補助⾦事務局に事業者登録・ITツール登

録を⾏う

補助⾦申請者
(中⼩企業・⼩規模事業者等)

• 補助⾦申請・審査・採択・交付決定を経て、ITツー
ルの契約・購⼊を⾏い、補助⾦を受け取る

各種指導

補助⾦交付

補助⾦申請

・ITツールの購⼊
・補助⾦申請の相談
・補助事業⽀援要請
・アフターサポート要請

・ITツールの販売
・補助⾦申請サポート
・補助事業⽀援
・アフターサポート

IT導⼊⽀援事業者登録
ITツール登録
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 IT導⼊補助⾦2021では、通常枠（A類型、B類型）に加えて、現下及びポストコロナの状況に
対応したビジネスモデルへの転換に向けた中⼩企業等の取組を⽀援するために、補助率を引き上
げた「低感染リスク型ビジネス枠（新特別枠）」を創設（令和2年度3次補正予算）。

「通常枠（A類型・B類型）」に加え、コロナ対策「新特別枠（C・D類型）」を創設

●新特別枠C類型、D類型で申請するツールは⾮対⾯化に資するITツールであり、以下の①〜⑦のう
ち2種類以上を含んでいる必要がある。さらにそれぞれの類型ごとに以下の要件を満たす必要がある。
①顧客対応・販売⽀援、②決済・債権債務・資⾦回収管理、③調達・供給・在庫・物流、④会計・財務・経営、⑤総務・⼈事・給与・労務・教育訓練・法務・情シス、
⑥業種固有プロセス、⑦汎⽤・⾃動化・分析ツール（業種・業務が限定されないが⽣産性向上への寄与が認められるもの）

【特別枠（C類型︓低感染リスク型ビジネス類型）の申請要件】
・異なる業務プロセス間（上記①〜⑦）での情報共有や連携を⾏うことで補助事業者の労働⽣産性

の向上に寄与するもの

【特別枠（D類型︓テレワーク対応類型）の申請要件】
・テレワーク環境の構築に資するクラウド対応ツールであること

通常枠（A、B類型） 新特別枠（C、D類型）
類型 A類型 B類型 C類型 D類型

補助額 30万円〜150万円 150万円〜450万円 30万円〜450万円 30万円〜150万円

補助率 １／２ １／２ ２／３

※「新特別枠（C類型・D類型）」においては、上記の要件に該当するITツール（ソフトウェア）の導⼊に併せて、ハードウェア（PC、タブレット等）を導⼊す
る場合、当該ハードウェアのレンタル費⽤が補助の対象となる。
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（４）ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進
事業［通称︓ものづくり補助⾦］

（通常枠・低感染リスク型ビジネス枠）
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中⼩企業⽣産性⾰命推進事業（令和元年度補正〜）
令和元年度補正予算額 3,600億円

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 (独)中⼩企業
基盤整備機構

運営費
交付⾦

事業イメージ
事業⽬的・概要
中⼩企業は、⼈⼿不⾜等の構造変化に加え、働き⽅改⾰や被⽤者保険の

適⽤拡⼤、賃上げ、インボイス導⼊など複数年度にわたり相次ぐ制度変更に
対応することが必要です。

 このため、中⼩企業基盤整備機構が複数年にわたって中⼩企業の⽣産性向
上を継続的に⽀援する「⽣産性⾰命推進事業（仮称）」を創設し、中⼩企
業の制度変更への対応や⽣産性向上の取組状況に応じて、設備投資、IT
導⼊、販路開拓等の⽀援を⼀体的かつ機動的に実施します。

当該事業を通じて、賃上げにも取り組んでいただきます。なお、積極的な賃上
げや被⽤者保険の任意適⽤に取り組む事業者は優先的に⽀援します。

成果⽬標
 ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業により、事業終了後３年以内

に、以下の達成を⽬指します。
・補助事業者全体の付加価値額が９％以上向上
・補助事業者全体の給与⽀給総額が4.5%以上向上
・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与⽀給総額年率平均1.5％
以上向上の⽬標を達成している事業者割合65%以上

⼩規模事業者持続的発展⽀援事業により、販路開拓及び⽣産性向上を⽀
援し、販路開拓につながった事業の割合を80%とすることを⽬指します。

 サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業により、事業終了後３年以内に、補
助事業者全体の労働⽣産性の９％以上向上を⽬指します。

中⼩
企業等

東北経済産業局 産業技術課 022-221-4897
経営⽀援課 022-221-4806
情報政策室 022-221-4895

（使い勝⼿向上のポイント）
• 通年で公募し、複数の締め切りを設けて審査・採択を⾏うことで、予⾒可能性を⾼め、⼗

分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・事業実施することが可能になります。
• 補助⾦申請システム・Jグランツによる電⼦申請受付を開始します。
• 過去３年以内に同じ補助⾦を受給している事業者には、審査にて減点措置を講じることで、

初めて補助⾦申請される⽅でも採択されやすくなります。

⺠間
団体等

定額
補助

補助
(1/2等)

※事業計画期間において、「給与⽀給総額が年率平均1.5%以上向上」、「事業場内最低賃⾦が地域別最低賃⾦＋
30円以上」を満たすこと等を申請要件とします。（持続化補助⾦及びIT導⼊補助⾦の⼀部事業者は加点要件）

※要件が未達の事業者に対して、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合や、付加価値額が向上せず賃上げ
が困難な場合を除き、補助⾦額の⼀部返還を求めます。

【基幹業務①】補助事業の⼀体的かつ機動的運⽤
①ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業（ものづくり補助⾦）
（補助額︓100万〜1,000万円、補助率:中⼩1/2 ⼩規模2/3）

中⼩企業等が⾏う、⾰新的なサービス開発・試作品開発・⽣産プロセス
の改善に必要な設備投資等を⽀援します。
②⼩規模事業者持続的発展⽀援事業（持続化補助⾦）
（補助額︓〜50万円、補助率:2/3 ）

⼩規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓の取組等を⽀
援します。
③サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業（IT導⼊補助⾦）
（補助額︓30万〜450万円、補助率1/2）
中⼩企業等が⾏う、バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の

付加価値向上に資するITツールの導⼊を⽀援します。

【基幹業務②】先進事例や⽀援策の周知・広報
⽣産性向上に関する中⼩企業の先進事例を収集し、上記以外の⽀援

策とともに、ホームページ等で幅広く情報発信します。

【基幹業務③】相談対応・ハンズオン⽀援
制度対応にかかる相談に応じ、事業計画の策定段階から、国内外の事

業拡⼤等にかかる専⾨家⽀援やIT化促進⽀援を提供します。

事業⑦、⑨
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中⼩企業⽣産性⾰命推進事業の特別枠の改編
令和2年度第3次補正予算額 2,300億円

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 (独)中⼩企業
基盤整備機構

運営費
交付⾦

事業イメージ

成果⽬標
 ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業により、事業終了後４年以内

に、以下の達成を⽬指します。
・補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上
・補助事業者全体の給与⽀給総額が1.5%以上向上
・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与⽀給総額年率平均1.5％
以上向上の⽬標を達成している事業者割合65%以上

⼩規模事業者持続的発展⽀援事業により、事業終了後２年で、販路開拓
で売上増加につながった事業者の割合を80%とすることを⽬指します。

 サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業により、事業終了後４年以内に、補
助事業者全体の労働⽣産性の年率平均３％以上向上を⽬指します。

※ ３事業とも、補助事業実施年度の⽣産性向上や賃上げは求めないこととします。

中⼩
企業等

東北経済産業局 産業技術課 022-221-4897
東北経済産業局 経営⽀援課 022-221-4806
東北経済産業局 商業・流通サービス産業課 022-221-4914

⺠間
団体等

定額
補助

補助
(2/3等)

【低感染リスク型ビジネス枠における各補助事業の拡充内容】

①ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業（ものづくり補助⾦）
（補助額︓100万〜1,000万円、補助率︓2/3）
対⼈接触機会の減少に資する、製品開発、サービス開発、⽣産プロセス

の改善に必要な設備投資、システム構築等を⽀援します。
②⼩規模事業者持続的発展⽀援事業（持続化補助⾦）
（補助上限︓100万円、補助率︓3/4 ）
⼩規模事業者等が経営計画を作成して取り組む、ポストコロナを踏まえた

新たなビジネスやサービス、⽣産プロセスの導⼊等の取組を⽀援し、その取
組に資する感染防⽌対策への投資についても、⼀部⽀援します。 （※）
※補助対象経費のうち1/4を上限として感染防⽌対策を⽀援
③サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業（IT導⼊補助⾦）
（補助額︓30万〜450万円（※）、補助率︓2/3）
※テレワーク対応類型は補助上限150万円
複数の業務⼯程を広範囲に⾮対⾯化する業務形態の転換が可能なIT

ツールの導⼊を⽀援します。また、この中において、テレワーク対応類型を設
け、テレワーク⽤のクラウド対応したITツールを導⼊する取組を⽀援します。

事業⽬的・概要
新型コロナウイルス感染症の影響が⻑期化する中、感染拡⼤を抑えながら経

済の持ち直しを図るため、中⼩企業のポストコロナに向けた経済構造の転換・
好循環を実現させることが必要です。

新型コロナウイルス感染症の流⾏が継続している中で、現下及びポストコロナ
の状況に対応したビジネスモデルへの転換に向けた中⼩企業等の取組を⽀援
するため、令和2年度⼀次・⼆次補正で措置した特別枠を新特別枠（低感
染リスク型ビジネス枠）に改編します。（※現⾏の特別枠は令和2年12⽉で
募集終了）

補助上限・補助率 通常枠 低感染リスク型ビジネス枠
ものづくり補助⾦

（設備導⼊、システム構築）
1,000万円・

1/2(⼩規模 2/3) 1,000万円・2/3

持続化補助⾦
(販路開拓等) 50万円・2/3 100万円（※）・3/4

※ 感染防⽌対策費も⼀部⽀援

IT導⼊補助⾦
（IT導⼊） 450万円・1/2 450万円（※）・2/3

※テレワーク対応類型は150万円

事業⑦、⑨
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「ものづくり・商業・サービス補助⾦」 6次公募:2/22〜5/13

ものづくり・商業・サービス補助⾦（グローバル展開型） 5次公募:12/18〜2/19
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通常枠 低感染リスク型ビジネス枠

補助対象

中⼩企業者等が⾏う「⾰新的な製品・
サービス開発」⼜は「⽣産プロセス・
サービス提供⽅法の改善」に必要な設
備・システム投資等を⽀援

新型コロナウイルスの感染拡⼤及びポス
トコロナの状況に対応したビジネスモデ
ルへの転換に向けた投資に対する⽀援

中⼩企業者等が海外事業の拡⼤・強化等
を⽬的とした「⾰新的な製品・サービス
開発」⼜は「⽣産プロセス・サービス提
供⽅法の改善」に必要な設備・システム
投資等を⽀援

中⼩企業30者以上のビジネスモデル構築・事業計画
策定のための⾯的⽀援プログラムを補助。
（例︓⾯的デジタル化⽀援、デザイン経営実践⽀
援、ロボット導⼊FS、海外展開FS等）

複数の中⼩企業等がデータを共有し、連
携体全体として新たな付加価値の 創造や
⽣産性の向上を図るプロジェクト⼜は、
地域未来投資促進法に基づく地域経済牽
引事業計画の承認を受けた事業者が、連
携して新しい事業を⾏い、地域経済への
波及効果をもたらすプロジェクトを最⼤2
年間⽀援。（連携体は5者まで。）

幹事企業等（⼤企業を含む）が主導し、
中⼩企業等が共通システムを⾯的に導⼊
し、データ共有・活⽤することでサプラ
イチェーンを効率化する取組等を⽀援。
（連携体は10者まで。）

補助上限 3,000万円 1億円 2,000万円/者 1,000万円/者

補助率
中⼩ ︓1/2
⼩規模︓2/3

 2/3
中⼩︓1/2

⼩規模︓2/3

 中⼩企業の経営⾰新を
持続的に⽀援可能な法⼈

⼤企業︓1/2
それ以外の法⼈︓2/3

中⼩︓1/2以内
⼩規模︓2/3以内

中⼩︓1/2以内
⼩規模︓2/3以内

補助要件

以下の条件をすべて満たす3〜5年の事業
計画を策定し、従業員に表明しているこ
と

①給与⽀給総額 ＋1.5％以上/年
②付加価値額 ＋3％以上/年
③事業場内最低賃⾦≧地域別最低賃⾦＋
30円

新型コロナウイルスの感染拡⼤及びポス
トコロナの状況に対応したビジネスモデ
ルへの転換に向けた投資をすること

・物理的な対⼈接触を減じることに資す
 る⾰新的な製品・サービスの開発
・物理的な対⼈接触を減じる製品・シス
 テムを導⼊した⽣産プロセス・サービ
 ス提供⽅法の改善
・ポストコロナに対応するビジネスモデ
 ルの抜本的な転換に係る設備・システ
 ム投資

通常枠の補助要件の他に、以下のいずれ
かの1つの類型の要件を満たすこと
①類型︓海外直接投資
②類型︓海外市場開拓
③類型︓インバウンド市場開拓
④類型︓海外事業者との共同事業

・中⼩企業30者以上に対して、通常枠の補助要件を
満たす3年〜5年の事業計画の策定⽀援プログラムを
開発・提供すること
・補助事業終了後1年で、⽀援先企業の80％以上が
事業計画を実⾏できるプログラム内容であること

公募期間
（2次公募）2021年1⽉15⽇（⾦）〜17時

3⽉19⽇（⾦）17時
※令和3年度（3次公募）の公募は未定。

申請⽅法

申請者の基本情報は電⼦申請システムjGrantsにて
情報を⼊⼒。事業計画書等の提出資料は「応募資料
登録システム」に掲載。
※GビズIDプライムアカウントの取得が必要

事務局

備考
※「グローバル展開型」では、⼀般型の
補助対象経費に加え、海外旅費について
も対象

※「サプライチェーン効率化型」は幹事企業が⼤企業の場合、当該⼤企業は補助⾦⽀
給の対象外。
※「企業間連携型」は、参画企業全ての事業計画の策定が必要である⼀⽅、「サプラ
イチェーン効率化型」は、幹事企業が代表して事業計画を策定することが可能。

ビジネスモデル構築型 企業間連携型 サプライチェーン効率化型

※新型コロナウイルスの感染拡⼤が継続している状況に鑑み、補助事業実施年度の付
加価値額及び賃⾦の引上げを求めず、⽬標値の達成年限の１年猶予が可能。
※「低感染リスク型ビジネス枠」では広告宣伝・販売促進費も補助対象.
※⼀般型、グローバル展開型は同じスケジュールで、5次締切後も申請受付を継続し
令和3年度も引き続き、複数回の締切を設け公募を予定。（令和2年度三次補正予算
の低感染リスク型ビジネス枠についても同様）

1,000万円

⼀般型

未定

未定

【成果⽬標】
事業終了後３年で以下の達成を⽬指します。
・補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上
・補助事業者全体の給与⽀給総額が年率平均1.5%以上向上
・付加価値額年率平均3%以上向上及び給与⽀給総額年率平均1.5％以上向上の⽬
 標を達成している事業者割合65％以上

令和3年度予定

全国中⼩企業団体中央会
＜HP＞https://portal.monodukuri-hojo.jp/

グローバル展開型

事業類型

（5次締切）2020年12⽉18⽇（⾦）〜2021年2⽉19⽇（⾦）17時
（6次締切）2021年2⽉〜公募開始予定

※低感染リスク型ビジネス枠の公募については、令和２年度三次補正予算の成⽴後に開始

事務局HPより電⼦申請
※GビズIDプライムアカウントの取得が必要

※アカウントの取得には感染症等の影響によって通常より⻑い時間を要する場合があるため、
未取得の⽅は、お早めに利⽤登録を⾏ってください。

令和3年度当初予算
ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事業 ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進事業

令和元年度補正予算・令和２年度補正予算 令和元年度補正予算

（5次締切）2020年12⽉18⽇（⾦）〜 2021年2⽉22⽇（⽉）17時
（6次締切）2021年2⽉22⽇（⽉）〜 2021年5⽉13⽇（⽊）17時
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（５）中⼩企業等事業再構築促進事業
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中⼩企業等事業再構築促進事業
令和2年度第3次補正予算額 1兆1,485億円

事業の内容 事業イメージ

成果⽬標
事業終了後3〜5年で、付加価値額の年率平均3.0％(⼀部5.0%)以上

増加、⼜は従業員⼀⼈当たり付加価値額の年率平均3.0％(⼀部
5.0％)以上の増加を⽬指します。

事業⽬的・概要
新型コロナウイルス感染症の影響が⻑期化し、当⾯の需要や売上の回復が

期待し難い中、ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応す
るために中⼩企業等の事業再構築を⽀援することで、⽇本経済の構造転
換を促すことが重要です。

 そのため、新規事業分野への進出等の新分野展開、業態転換、事業・業
種転換等の取組や、事業再編⼜はこれらの取組を通じた規模の拡⼤等、
思い切った事業再構築に意欲を有する中⼩企業等の挑戦を⽀援します。

 また、事業再構築を通じて中⼩企業等が事業規模を拡⼤し中堅企業に成
⻑することや、海外展開を強化し市場の新規開拓を⾏うことが特に重要であ
ることから、本事業ではこれらを志向する企業をより⼀層強⼒に⽀援します。

本事業では、中⼩企業等と認定⽀援機関や⾦融機関が共同で事業計画
を策定し、両者が連携し⼀体となって取り組む事業再構築を⽀援します。

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

中⼩企業庁 技術・経営⾰新課
03-3501-1816
東北経済産業局 地域経済課
022-221-4876

国 中⼩
企業等

⺠間
団体等

補助
100万〜1億円

2/3⼜は1/2
（⼀部1/3）基⾦

①申請前の直近6カ⽉間のうち、売上⾼が低い3カ⽉の合計売上⾼が、コロナ以前の同3
カ⽉の合計売上⾼と⽐較して10％以上減少している中⼩企業等。

②⾃社の強みや経営資源（ヒト/モノ等）を活かしつつ、経産省が⽰す「事業再構築指
針」に沿った事業計画を認定⽀援機関等と策定した中⼩企業等。

 ⼩売店舗による⾐服販売業を営んでいたところ、コロナの影響で売上が減少したことを契
機に店舗を縮⼩し、ネット販売事業やサブスクサービス事業に業態を転換。

 ガソリン⾞の部品を製造している事業者が、コロナ危機を契機に従来のサプライチェーンが
変化する可能性がある中、今後の需要拡⼤が⾒込まれるEVや蓄電池に必要な特殊部
品の製造に着⼿、⽣産に必要な専⽤設備を導⼊。

 航空機部品を製造している事業者が、コロナの影響で需要が激減したため、当該事業
の圧縮・関連設備の廃棄を⾏い、新たな設備を導⼊してロボット関連部品・医療機器
部品製造の事業を新規に⽴上げ。

補助金額 補助率

中小企業（通常枠） 100万円以上6,000万円以下 2/3

中小企業（卒業枠）※1 6,000万円超～1億円以下 2/3

中堅企業（通常枠） 100万円以上8,000万円以下 1/2（4,000万円超は1/3）

中堅企業（グローバルV字回復枠）
※2 8,000万円超～1億円以下 1/2

事業再構築のイメージ

補助⾦額・補助率

補助対象要件

※１．中⼩企業（卒業枠）︓400社限定。
計画期間内に、①組織再編、②新規設備投資、③グローバル展開のいずれかにより、資本⾦⼜は従業員を増
やし、中⼩企業から中堅企業へ成⻑する事業者向けの特別枠。
※２．中堅企業（グローバルV字回復枠）︓100社限定。以下の要件を全て満たす中堅企業向けの特別枠。
①直前6カ⽉間のうち売上⾼の低い3カ⽉の合計売上⾼がコロナ以前の同3カ⽉の合計売上⾼と⽐較して、

15％以上減少している中堅企業。
②事業終了後3〜5年で、付加価値額⼜は従業員⼀⼈当たり付加価値額の年率5.0%以上増加を達成すること。
③グローバル展開を果たす事業であること。

※本事業では電⼦申請のみを受け付けます。

22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



中⼩企業等事業再構築促進事業の活⽤イメージ
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（６）GoTo 商店街事業
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